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事業評価報告書 

 

対象事業：ウクライナ東部ドニプロペトロウスク州における脆弱世帯を対象にした現金給付、保護、心

理社会支援複合事業 

実施団体：GNJP 

提携団体：The Tenth of April 

実施期間：2024年 3月 28日―2025年 3月 31日 

 

1. 要約 

1.1 はじめに 

本報告書は、認定 NPO 法人グッドネーバーズ・ジャパン（GNJP）がウクライナ人道危機プログラムで

実施した「ウクライナ東部ドニプロペトロウスク州における脆弱世帯を対象にした現金給付、保護、心

理社会支援複合事業」の第三者評価の結果である。本評価は、GNJP および現地提携団体 The Tenth of 

April（TTA）による事業の実施状況および成果を分析し評価するとともに、今後の人道支援事業におけ

る事業計画および支援手法の検討に資する知見を提供することを目的としている。 

 

評価に用いたデータ収集は、2025 年 1 月に実施され、GNJP（日本・ルーマニアオフィス）および

TTA の関係者、保護クラスターやキャッシュ・ワーキング・グループの外部関係者、ならびに保護のた

めの現金給付（C4P）および心理社会支援（PSS）の裨益者を対象としたインタビューおよび質問票調

査を通じて行われた。分析は、OECD-DAC の 6 つの評価基準（妥当性、整合性、有効性、効率性、イ

ンパクト、持続性）に基づいて実施された。 

 

1.2 主な所見 

妥当性：本事業は、長期化する武力紛争の被害を受けるドニプロペトロウスク州の国内避難民および紛

争被災者のニーズに対して高い妥当性を有していた。C4P、ケースマネジメント、PSS を組み合わせた

統合的アプローチは、収入の不安定さによる経済的困窮、保護リスク、心理的負担といった複合的な課

題に対応する上で適切であったとみられる。特に本事業では、汎用的な多目的現金給付（MPCA）では

なく、保護リスクへの対応を重視した C4P を実施しており、搾取や危険な対処行動の回避を目的とした

点が、対象地域の状況や必要性に即した判断であった。  

整合性：事業設計および実施は、JPF の緊急人道支援方針および現地の人道支援調整枠組みと整合して

おり、国際レベルの関係機関との情報共有および調整も概ね適切に行われていた。特に、GNJP がルー

マニアに拠点を置いた管理体制は、アクセス制約下における実務的な対応として一定の合理性があり、

事業運営の円滑化に寄与したと考えられる。 

有効性：アウトカム指標の多くが達成または上回る結果が得られた。C4P は当初計画された 600 人を上
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回る、843 人に配布された。一方、人道支援の現場で、「特に食糧不足によりどのくらい状況が深刻か」

を客観的に判断するために使われる簡易対処戦略指数（rCSI）で計測した改善率は当初目標として設定

された 90％を上回る 91.8％となった。 

ケースマネジメントおよび保護支援においては、特定の支援が必要と判断された 263 人が適切な支援先

へ紹介され、そのうち 95.8％（252 人）が実際に適切な保護サービスを受けていた。PSS については、

特に子どもを対象とした事前・事後比較において、心理的ウェルビーイングの改善が示唆されている。

PSS は、日本の専門家が関与したトラウマ・インフォームド・アプローチを基盤とし、子ども向けには

アートを活用したグループセッション、大人向けには呼吸法やストレス対処法を含む支援が提供され

た。邦人駐在員は現金給付と PSS 手法の研修を受け、かつ過去事業において経験を積み重ねた結果、有

効なプロジェクトの実施に寄与できたと考えられる。 

効率性：GNJP、TTA 間の役割分担および調整体制は概ね機能しており、複数コンポーネントを含む事

業であったにもかかわらず、大きな遅延なく実施された。一方、ウクライナへの入域制限による遠隔管

理体制に起因する現地との対面協議機会の制約は、意思決定や調整に一定の影響を及ぼしたとみられ

る。また、感情的負荷の高いケースを扱う現地スタッフに対する心理的サポートやグループスーパービ

ジョンの不足が、運営上の課題として指摘されている。 

インパクト：本事業は短期間の緊急人道支援として実施されたものであり、長期的なインパクトは限定

的であるものの、裨益者の生活の安定、保護リスクの軽減、心理的負担の緩和といった点で一定の効果

が推察される。 

持続性：ケースマネジメントおよび PSS を通じた TTA スタッフの能力強化や、裨益者が習得したスト

レス対処法などの実践的スキルは、事業終了後も一定期間有効性を持つと考えられる。また、グループ

セッションを通じて形成された支援的な関係性は、参加者のレジリエンス向上に寄与する兆候が見られ

る。 

 

6. 結論 

本事業は、ウクライナにおける複雑化・長期化するニーズに対し、C4P、保護、PSS を組み合わせた統

合的アプローチを通じて、緊急性の高いニーズに対応した。特に、これら３つを統合した包括的保護の

支援設計は、一つのコンポーネントでは対応が難しい課題に対して相乗効果のあるパッケージであり、

一定の有効性を示したとみられる。 

GNJP がルーマニアを拠点とした管理体制の下で TTA と連携し事業を実施した点は、アクセス制約下

における現実的な対応であり、現地提携団体の専門性と実施能力が事業成果の達成において重要な役割

を果たしたと考えられる。 

全体として、本事業は緊急人道支援としての目的を概ね達成しており、今後の類似事業の検討におい

て、統合型支援モデルの有用性を示す事例として位置づけられる。 
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7. 推奨事項 

7.1  GNJP への推奨事項 

⚫ C4P、保護、PSS を組み合わせた統合的アプローチを、今後の事業設計においても継続的に検討す

ることが望ましい。 

⚫ ケースマネジメントおよび PSS の実施を通じて得られた知見や手法を整理し、次期事業への反映を

図ることが有効である。 

⚫ rCSI などの成果指標については、緊急対応事業としての性質を踏まえた現実的な目標設定や補完的

指標の活用を検討することが望ましい。 

⚫ 現地提携団体 TTA の能力強化を引き続き重視し、事業実施を通じた人材育成および組織基盤強化

につなげることが期待される。 

 

7.2  JPF への戦略的推奨事項 

⚫ ウクライナにおける人道支援において、C4P、保護、PSS を組み合わせた統合型事業モデルの活用

を今後も検討することが有効である。 

⚫ アクセス制約下での事業実施に関する知見（域外拠点を活用した管理体制と現地提携団体との役割

分担）を整理し、加盟団体間で共有することが望ましい。 

⚫ 本事業を通じて強化された現地提携団体 TTA の実施能力や GNJP との協働による実施体制の経験

を、JPF として整理・共有し、他の加盟団体が実施する類似事業においても参考事例として活かし

ていくことが望ましい。 


